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政策担当理事 戸枝 陽基

NPO法人ふわり 社会福祉法人むそう 理事長

日本福祉大学 客員教授

全国の医療的ケア児等支援センターの

開設・運営状況について
16:20〜16:30

～「センター部会」における情報集約とデータ分析～

一般社団法人医療的ケア児等コーディネーター支援協会

佐賀県医療的ケア児

支援センター

京都府医療的ケア児等

支援センター

「ことのわ」

あいち医療的ケア児

支援センター

山口県西部

医療的ケア児

支援センター

いしかわ医療的ケア児

支援センターこのこの

茨城医療的ケア児

支援センターみちしるべ

岩手県医療的ケア児

支援センター
岐阜県医療的ケア児等／重症心身障がい在宅支援センター みらい

宮崎県医療的ケア児

支援センター

宮城県医療的ケア児等

相談支援センター

ちるふぁ

熊本県医療的ケア児

支援センター

三重県医療的ケア児・者

相談支援センター

山形県医療的ケア児等

支援センター
秋田県医療的ケア児支援センター『コラソン』

青森県小児在宅

支援センター

東京都医療的ケア児

支援センター
東京都医療的ケア児支援センター多摩

徳島県医療的ケア児等

支援センター

栃木県医療的ケア児等

支援センターくくるん

富山県医療的ケア児等

支援センター

福岡県医療的ケア児

支援センター

北海道医療的ケア児等

支援センター
総計

人員配置
看護師（病棟経験のみ）看護師（地域での経験あり）保健師・相談支

援専門員
看護師（病棟経験のみ）行政職員（障害福祉担当） 医師, 看護師（病棟経験のみ）, 社会福祉士, その他 医師, 社会福祉士, 相談支援専門員 医師, 社会福祉士

医師, 看護師（地域での経験あり）, 社会福祉士, 相談支援専門員, 児童

指導員、保育士

医師, 看護師（地域での経験あり）, 社会福祉士, 相談支援専門員, 保育

士
看護師（地域での経験あり） 看護師（病棟経験のみ）, 社会福祉士 看護師（地域での経験あり）主任相談支援専門員・PT保育士 医師, 看護師（病棟経験のみ）, 保健師, 社会福祉士, 精神保健福祉士 看護師（地域での経験あり） 医師, 社会福祉士, 事務員

医師, 看護師（病棟経験のみ）, 看護師（地域での経験あり）, 保健師, 社
会福祉士, 相談支援専門員, 保育士・幼稚園教諭

医師, 看護師（病棟経験のみ）, 社会福祉士, 事務担当 社会福祉士 医師, 社会福祉士, 相談支援専門員, 事務職 看護師（地域での経験あり） 医師, 看護師（地域での経験あり）, 相談支援専門員, 事務職 医師, 看護師（地域での経験あり）, 精神保健福祉士 医師, 看護師（地域での経験あり）, 社会福祉士,理学療法士、事務職
医師, 看護師（地域での経験あり）, 社会福祉士, 相談支援専門員, 管理

栄養士

アドバイザー × 〇（支援センターへの助言） 〇 必要性は感じている × 〇 〇 × 〇 × 必要性は感じている × × 必要性は感じている 〇 〇 × × × × 必要性は感じている ×

センターの役割

地域のコーディネーターや行政・支援機関・支援者へのスーパーバ

イズ。

・県内の医療的ケア児の重層的支援体制整備。

・医療機関や地域の支援機関との連携、県レベ ルのコーディネート 。
・県内の情報や課題の集約とその問題解決のための行政への指摘

・医療的ケア児支援者の人材育成（研修など質の向上も含む）

・資源開発

・地域の自立支援協議会との連携による自治体間格差是正や、地

域の課題解決力の底上げ

多機関との調整役

コーディネーター同士の連携から体制を構築していく役割

地域の支援者の後方支援（バックアップ）。相談窓口と なり、地域に繋ぎ、

地域の支援者を動かす（育てる）機関。
まずは医療的ケア児に関することはワンストップで対応する

個別支援（当事者、家族、支援者） 人材育成 行政との連携 きょうだ

い支援
人材育成

当事者からの相談をワンストップで受けとめ、関係機関へ繋ぐ（県等も

含む）

支援者の支援（アウトリーチで進める）

地域での伴走者をリサーチしその伴走者をサポートする役割

地域での協働、連携を図る役割

関係機関と連携し相談へ対応していく。好事例は他圏域に情報発信し、

支援の質の強化を図る。人材育成、支援者の支援

地域との協働による支援体制の整備

社会資源の創出を目的とした支援者育成

支援チームの後方支援

都道府県・市町村と三位一体となって都道府県全体の医療的ケア児支援

体制を作ること

センターが受け身にならず、積極的に情報発信することで、必要とする

方々に情報が届くようにすること
①相談・支援、②人材育成、③情報集約（調査等）・共有

安心して楽しく過ごせる地域を、行政・関係機関と構築する

地域格差の是正
ワンストップでの相談、つながる支援、地域の人材育成と支援体制構築、

調査研究、地域資源の開拓

地域システム構築支援

都道府県全体の広域のセンターとしての機能
地域のニーズに真摯に向き合い、利用者に寄り添い伴走する

関係機関との連携体制づくり

相談対応地域へつなぐ役割

人材育成

直接支援
コーディネーターへのつなぎ役及び助言

就園・就学支援

人材の育成

地域をつなぐ役割

ワンストップ相談窓口

地域支援体制整備（圏域整備）
市町村配置医療的ケア児等コーディネーターサポート

支援者人材育成

情報集約・情報発信

社会資源創出

災害時支援体制構築

相談対応・助言
医療、保健、福祉、教育、労働関係機関への医療的ケアについての情報

提供、連携調整、研修

（複数の担当課より事業委託を受けているため、回答しづらい）

周知先
オレンジ：保険領域

赤：医療

青:市町村、自立支援

黒：重心施設

緑：児相
保育園

２）県内全域の小児慢性特定疾病・難病を担当する保健センター

（左記疾病に対応する保健師が所属する機関）, ３）県内全域の市

町村, ５）県内全域の自立支援協議会などに併設されている子ど

も部会など、医ケア児について協議する場, １０）医療機関の入退

院支援部門（メディカルソーシャルワーカー・看護師）１４）その他, 

１）県内全域にある小児科・新生児科病棟, ２）県内全域の小児慢性
特定疾病・難病を担当する保健センター（左記疾病に対応する保健

師が所属する機関）, ３）県内全域の市町村, ４）県内の訪問看護連

絡協議会や看護協会等、訪問看護ステーションへの情報配信の拠

点, ８）県内全域の母子保健担当機関, １０）医療機関の入退院支援

部門（メディカルソーシャルワーカー・看護師）, １２）医師会, １３）
小児科医会, １４）その他

３）県内全域の市町村, ５）県内全域の自立支援協議会などに併設されて

いる子ども部会など、医ケア児について協議する場
１）県内全域にある小児科・新生児科病棟, １３）小児科医会

１）県内全域にある小児科・新生児科病棟, ２）県内全域の小児慢性特定

疾病・難病を担当する保健センター（左記疾病に対応する保健師が所属

する機関）, ３）県内全域の市町村, ５）県内全域の自立支援協議会などに

併設されている子ども部会など、医ケア児について協議する場, ８）県

内全域の母子保健担当機関, １０）医療機関の入退院支援部門（メディカ
ルソーシャルワーカー・看護師）, １２）医師会, １３）小児科医会

１５）今年度は全県を対象にセンターについて周知していない

１）県内全域にある小児科・新生児科病棟, ２）県内全域の小児慢性特定

疾病・難病を担当する保健センター（左記疾病に対応する保健師が所属
する機関）, ３）県内全域の市町村, ４）県内の訪問看護連絡協議会や看護

協会等、訪問看護ステーションへの情報配信の拠点, ５）県内全域の自立

支援協議会などに併設されている子ども部会など、医ケア児について

協議する場, ６）県内全域の重症心身障害児者施設, ８）県内全域の母子

保健担当機関, １０）医療機関の入退院支援部門（メディカルソーシャル
ワーカー・看護師）, １１）保育園, １２）医師会, １３）小児科医会, １４）その

他

２）県内全域の小児慢性特定疾病・難病を担当する保健センター（左記
疾病に対応する保健師が所属する機関）, ３）県内全域の市町村, ４）県

内の訪問看護連絡協議会や看護協会等、訪問看護ステーションへの情

報配信の拠点, ５）県内全域の自立支援協議会などに併設されている

子ども部会など、医ケア児について協議する場, ６）県内全域の重症

心身障害児者施設, １０）医療機関の入退院支援部門（メディカルソー
シャルワーカー・看護師）

２）県内全域の小児慢性特定疾病・難病を担当する保健センター（左記疾

病に対応する保健師が所属する機関）, ３）県内全域の市町村, ４）県内の

訪問看護連絡協議会や看護協会等、訪問看護ステーションへの情報配信

の拠点, ６）県内全域の重症心身障害児者施設, ８）県内全域の母子保健

担当機関, １０）医療機関の入退院支援部門（メディカルソーシャルワー
カー・看護師）, １２）医師会, １３）小児科医会

１）県内全域にある小児科・新生児科病棟, ２）県内全域の小児慢性特定

疾病・難病を担当する保健センター（左記疾病に対応する保健師が所属
する機関）, ３）県内全域の市町村, ４）県内の訪問看護連絡協議会や看護

協会等、訪問看護ステーションへの情報配信の拠点, ５）県内全域の自立

支援協議会などに併設されている子ども部会など、医ケア児について

協議する場, ６）県内全域の重症心身障害児者施設, ７）県内全域の児童

相談所, ８）県内全域の母子保健担当機関, １０）医療機関の入退院支援
部門（メディカルソーシャルワーカー・看護師）, １２）医師会, １３）小児科

医会, １４）その他

３）県内全域の市町村

１）県内全域にある小児科・新生児科病棟, ２）県内全域の小児慢性特定

疾病・難病を担当する保健センター（左記疾病に対応する保健師が所属
する機関）, ３）県内全域の市町村, ４）県内の訪問看護連絡協議会や看護

協会等、訪問看護ステーションへの情報配信の拠点, ５）県内全域の自立

支援協議会などに併設されている子ども部会など、医ケア児について

協議する場, ６）県内全域の重症心身障害児者施設, ７）県内全域の児童

相談所, ８）県内全域の母子保健担当機関, １０）医療機関の入退院支援
部門（メディカルソーシャルワーカー・看護師）, １１）保育園, １２）医師会, 

１３）小児科医会

２）県内全域の小児慢性特定疾病・難病を担当する保健センター（左記疾

病に対応する保健師が所属する機関）１０）医療機関の入退院支援部門

（メディカルソーシャルワーカー・看護師）,

２）県内全域の小児慢性特定疾病・難病を担当する保健センター（左記疾

病に対応する保健師が所属する機関）, ３）県内全域の市町村, ４）県内の

訪問看護連絡協議会や看護協会等、訪問看護ステーションへの情報配信

の拠点, ６）県内全域の重症心身障害児者施設, ７）県内全域の児童相談

所, ８）県内全域の母子保健担当機関, １０）医療機関の入退院支援部門
（メディカルソーシャルワーカー・看護師）, １２）医師会, １４）その他

１）県内全域にある小児科・新生児科病棟, ３）県内全域の市町村, ４）県

内の訪問看護連絡協議会や看護協会等、訪問看護ステーションへの情報

配信の拠点, １１）保育園, １３）小児科医会

１）県内全域にある小児科・新生児科病棟, ２）県内全域の小児慢性特定
疾病・難病を担当する保健センター（左記疾病に対応する保健師が所属

する機関）, ３）県内全域の市町村, ４）県内の訪問看護連絡協議会や看護

協会等、訪問看護ステーションへの情報配信の拠点, ５）県内全域の自立

支援協議会などに併設されている子ども部会など、医ケア児について

協議する場, ６）県内全域の重症心身障害児者施設, ７）県内全域の児童
相談所, ８）県内全域の母子保健担当機関, １０）医療機関の入退院支援

部門（メディカルソーシャルワーカー・看護師）, １２）医師会

１）県内全域にある小児科・新生児科病棟, ２）県内全域の小児慢性特定

疾病・難病を担当する保健センター（左記疾病に対応する保健師が所属

する機関）, ３ ）県内全域の市町村, ６）県内全域の重症心身障害児者施設,  

７）県内全域の児童相談所, ８）県内全域の母子保健担当機関, １０）医療

機関の入退院支援部門（メディカルソーシャルワーカー・看護師）, １２）
医師会

１）県内全域にある小児科・新生児科病棟, ２）県内全域の小児慢性特定
疾病・難病を担当する保健センター（左記疾病に対応する保健師が所属

する機関）, ３）県内全域の市町村, ４）県内の訪問看護連絡協議会や看護

協会等、訪問看護ステーションへの情報配信の拠点, ５）県内全域の自立

支援協議会などに併設されている子ども部会など、医ケア児について

協議する場, ６）県内全域の重症心身障害児者施設, ８）県内全域の母子
保健担当機関, １０）医療機関の入退院支援部門（メディカルソーシャル

ワーカー・看護師）

１）県内全域にある小児科・新生児科病棟, ２）県内全域の小児慢性特定
疾病・難病を担当する保健センター（左記疾病に対応する保健師が所属

する機関）, ３）県内全域の市町村, ４）県内の訪問看護連絡協議会や看護

協会等、訪問看護ステーションへの情報配信の拠点, ５）県内全域の自立

支援協議会などに併設されている子ども部会など、医ケア児について

協議する場, ６）県内全域の重症心身障害児者施設, ８）県内全域の母子
保健担当機関, １０）医療機関の入退院支援部門（メディカルソーシャル

ワーカー・看護師）, １１）保育園, １２）医師会, １４）その他

２）県内全域の小児慢性特定疾病・難病を担当する保健センター（左記疾

病に対応する保健師が所属する機関）, ３）県内全域の市町村, ４）県内の

訪問看護連絡協議会や看護協会等、訪問看護ステーションへの情報配信

の拠点

１）県内全域にある小児科・新生児科病棟, ２）県内全域の小児慢性特定
疾病・難病を担当する保健センター（左記疾病に対応する保健師が所属

する機関）, ３）県内全域の市町村, ４）県内の訪問看護連絡協議会や看護

協会等、訪問看護ステーションへの情報配信の拠点, ５）県内全域の自立

支援協議会などに併設されている子ども部会など、医ケア児について

協議する場, ６）県内全域の重症心身障害児者施設, ８）県内全域の母子
保健担当機関, １０）医療機関の入退院支援部門（メディカルソーシャル

ワーカー・看護師）, １１）保育園, １２）医師会, １３）小児科医会

２）県内全域の小児慢性特定疾病・難病を担当する保健センター（左記疾

病に対応する保健師が所属する機関）, ３）県内全域の市町村, ４）県内の

訪問看護連絡協議会や看護協会等、訪問看護ステーションへの情報配信

の拠点, １２）医師会, １２）小児科医会

センター職員
アウトリーチの状況

全員 していない 全員 担当している職員がいる 全員 担当している職員がいる 担当している職員がいる 担当している職員がいる していない 全員 全員 全員 担当している職員がいる 担当している職員がいる 担当している職員がいる していない していない 担当している職員がいる 全員 全員 全員 全員

平均アウトリーチの 時間
（週間）

20時間以下 0 5時間以下 5時間以下 5時間以下 5時間以下 5時間以下 10時間以下 0 20時間以下 5時間以下 10時間以下 5時間以下 5時間以下 20時間以下 0 0 5時間以下 30時間以上 5時間以下 20時間以下 5時間以下

アウトリーチの内容

黄色：平均移動時間120分以下
緑：往復90分以下

オレンジ：60分以下

・退院支援会議
・ご自宅への訪問（退院前後、在宅生活中も）

・在宅での支援会議

・医療機関との会議
・事業所への訪問

・特別支援学校への訪問
・支援者からの相談に対して、訪問して対応

・自立支援協議会への参加

・講習会での講師等
・技術研修

・就園支援（保育園での会議）
・行政主催の避難訓練への参加・助言など

・行政との会議など

なし

保育園入園に向けた体制準備について相談あり。コーディネーター等と

対象児童や親との面接。
受入れ実施している保育園の支援フォローのため、訪問 。

圏域市町村の協議の場に参加。

保育士向けの研修実施。

会議の招集、参加 個別訪問（自宅、デイサービスなど） 支援会議の参加 就園・就学
保健師等と自宅訪問、事業所訪問 、自立支援協議会でのケース検討会議、

保育園訪問

家族会への参加、NICUカンファ、退院時カンファランス

家族からの直接相談 訪問看護師や相談支援専門員との同行訪問 なし

・市町村訪問（支援カンファ 研修実施 実態ヒヤリング）

・教育委員会（打ち合わせ）・基幹相談支援センター訪問（実態調査）
・自立支援協議会参加（研修）・協議の場参加・保育所訪問（体制整備）

・学校訪問（周知 研修）
・病院訪問（支援カンファ 退院時支援実態調査）

・発達障害者支援センター（支援連携）

・福祉事業所（障害児通所支援への受け入れ整備 環境調整・看護師OJT 、
アフターフォローも含む・医療安全・研修）

・看護協会（共同研修実施のための打ち合わせ）

保育園、学校、事業所の訪問研修・ケース会議の参加・市町村での4課協
議の主催（保育・教育・障がい福祉・母子保健）・市町村や圏域での民間の

関係団体を含む医療的ケア児支援協議会での講演・出席

県内の施設への研修開催、支援会議等への出席、学校や園へのアドバイ
ス、支援者研修

入園支援として園、サービス利用時の支援として福祉サービス事業所、
人材育成・研修として医療機関等。入学支援として学校についても調整

中。

対象のお子さんのいる地域に出向いて、情報交換をしたり、ケースカン
ファレンスを行っている。

主治医（医療機関）訪問し、状態把握と介入の了承を得る 。

保育園・児童発達・放デイ受け入れ支援
自宅訪問での環境調整

特別支援学校の巡回支援・看護師支援

アウトリーチは事業化されていない なし 状況の期聞き取り
相談者からの相談を受け付ける。学校に出向き学校看護師との連携を

図る。

自立支援協議会への参加。

家族・本人と一緒に保育所見学とか事業所訪問

小児慢性特定疾病児童等自立支援事業自立支援員定例会
難病支援協議会

県立学校医療的ケア体制整備事業運営協議会

小児在宅医療推進事業全体会・地区別検討会
北九州地域医療的ケア児支援協議会

児童発達支援事業所、障がい福祉サービス事業所、地域小学校 、特別支
援学校訪問

基幹病院に対する事業説明

診療所・クリニックに対する医療型特定短期入所事業開設勧奨
福岡県看護協会に対しての事業説明と協力要請

個別支援会議
家庭訪問

出張相談会

県障害者自立j支援協議会
各圏域自立支援協議会

市町村ネットワーク関連会議（一部市町村）
保育所・学校配置看護師研修会講師

医療的ケア児等Co養成研修会講師

児童発達支援事業所職員研修会講師
特別支援教育コーディネータースキルアップ研修会講師

県相談支援事業研修会講師
慢性疾病児童療育相談支援研修会講師

保育園の見学同行、幼稚園・学校への指導など

平均移動時間
（月間）

往復60分以下 なし 往復120分以下 往復120分以上 往復120分以下 往復120分以下 往復120分以下 往復90分以下 なし 往復90分以下 往復90分以下 往復120分以下 往復90分以下 往復90分以下 往復90分以下 なし なし 往復90分以下 往復60分以下 往復60分以下 往復120分以下 往復60分以下

一番時間を要する

役割
アウトリーチ 事業所、関係機関からの相談への対応 本人や家族からの相談への対応 本人や家族からの相談への対応 事業所、関係機関からの相談への対応 本人や家族からの相談への対応 アウトリーチ 本人や家族からの相談への対応 本人や家族からの相談への対応 事業所、関係機関からの相談への対応 研修会企画、運営 活動実績などデータ収集と分析 連絡・調整業務およびその記録 研修会企画、運営 事業所、関係機関からの相談への対応 事業所、関係機関からの相談への対応 事業所、関係機関からの相談への対応 本人や家族からの相談への対応 教育関係機関との連携体制整備 研修会企画、運営 アウトリーチ

次年度
取り組みたいこと

赤：関係つながりづくり

オレンジ：情報交換
青：人材の育成
医療安全体制整備

その他

・支援センターの人員体制の強化
・医療機関から地域移行支援のシステム化

・医療的ケア児の全数把握へ向けた、取り組み
・地域のコーディネーターの配置と、スキルアップ支援など

当事者団体との連携
医療機関の退院支援と医療的ケア児支援（福祉）の窓口を繋ぐための訪

問

コーディネーター

フォローアップ研修

短期入所問題 MSW（NICU,ICUを有する病院）連絡会 ホームペー

ジの充実（立ち上げ中）
自立支援協議会への参画 地域の支援者の養成

人材育成の観点から、看護協会が運営しているため、保育園や学校で
働く看護師に特化した研修会を企画し実施しま す（今年度の予算に上

乗せしてもらえました。）

関係機関との連携強化（好事例の情報共有、顔の見える関係作り）

・県の協議の場の設置とともに当センター第３者評価

・最新の実数調査の実施
・これまでは県内全域での医療的ケア児等コーディネーターに対する

フォローアップだったので、今後はより圏域別にコーディネーターとの
課題の共有、コーディネーター同士の連携体制の構築による地域で支援

者同士が支え合える仕組みを構築していく。

熊本県版の小中学校における医療的ケア児受け入れガイドラインの策定
と市町村への配布

熊本県版の保育所等における医療的ケア児受け入れガイドラインの策定
と市町村への配布

周知が十分でないため、パンフレット作成し配布。県内で全支部が集まり

情報交換の場を作りたい
調査アンケート

ガイドブックの作成、医療的ケア児等コーディネーターとの定期的な勉

強会・交流会、福祉圏域に出向いた定期的な情報交換会など。

新入生の学校生活支援
保育園・児童発達での3号研修修了者の実践支援と安全に実践できる体

制整備

参加できなかった23区医ケア児協議会出席（今年度7区）、関係機関訪

問、相談支援専門員へのスーパーバイズ体制

地域の状況を再度調査する。支援センターを知ってもらい利用してもら

う。

①センターの体制づくりを構築し、圏域のコーディネーターに活動しても
らう②学校や保育所の看護師の支援体制③医療的ケア児等の災害時支

援（避難訓練の実施〉④医療的ケア児の保育所への移行支援

学校で医療的ケア児をみていく看護師の学びの仕組みの構築
医療的ケア児等コーディネーターとの懇談会

家族会、きょうだい会
医療的ケア児の生活実態把握調査

自治体や事業所周り

・発達障害者支援センターとの協働のための定例会設置

・60市町村配置予定の医療的ケア児等コーディネーター連絡会（仮称）
設置

・学校看護師等（保育所、幼稚園を含む）連絡会本格稼働

・医療型特定短期入所事業拡充
・就労関係機関との連携

・動ける医ケア児が活用できる社会資源開発

専従スタッフ（看護師）の採用
学校後方支援の強化

学校サポート看護師の採用

困っていること

・コーディネーターの配置（予算確保、役割の明確化）が進んでいな
いこと

・医療的ケア児支援に関する国の予算の増額してほしい（県も各自

治体も単独予算や一般財源では医療的ケア児支援政策へ十分に
予算を割くことができないため）

・学校看護師の人材の確保、処遇の改善

関係機関につなぐ場合、調べることが多い

センター運営費の
財政支援の拡充

多職種連携。

行政の縦割り。
人材の確保 保育所支援 動く医療的ケア児の対応 短期入所 学校へ学校看護師＋訪問看護師は、可能でしょうか

・自立支援協議会のこども部会がある自治体と、圏域で独自にワーキン
ググループを

設置している自治体があり、地域で協議された課題を県に届ける仕組

みがないため、

支援センターに相談が来る。しかし、支援センターで相談対応をしても

解決する術が

ない（ショート受け入れ施設の不足等）

・内陸部と沿岸や過疎地域との地域資源と人口の格差が激しい 。一般的

な小児期の人数も

少ないため一般小児の入院対応も難しい中、医療的ケア児の対応はさ
らに困難となる。

その中で医療的ケア児に対応してくれる医療職や福祉職等支援者の不
足と、教育をどう

していくか

・開設してまだ半年と期間が短いため、現在受け入れ可能なシ ョートス
テイやレスパイトの

情報、小児対応のリハビリ施設等の情報の蓄積が不足しているため 、
相談を受けた際に

地道に情報収集からしていかなくてはいけない。

・県内に医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者が171名おり、
圏域や自治体に

配置されているコーディネーターは11名（R４年度末）。そのほとんど

が福祉職で

医療的ケア児に対応経験が少ない方が多く、医療職と共に支援をして

もらいたいと

思うが、医療職にコーディネーターをお願いする根拠（自治体からの依
頼や報酬）が無い。

そのため、医療依存度の高い相談については県のコーディネーターが
直接現地に赴いて

支援する必要がある。

・人員不足

相談窓口の委託業務の内容が多岐に渡り、業務量が膨大となっている
が

実務をしているのが私と事務員の二人しかいない。人員増員してほし
いが予算的に

難しい。当施設内で人員を増やしコーディネーターを育成したいが 、４
年後に他事業所

に窓口業務を移行する計画になっているので育成も難しい。

市町村との連携しくみづくり、看護協会という組織にあるため、その

組織自体が支援センターについてなかなか理解が得られず。次のス
テップに進めない。時として混沌としているのが現状です

医療的ケア児支援では、医療的ケア児の受け入れ先（保育園・学校・福祉

サービス事業所等々）が少ないことが課題で、支援者を増やすことが必
要と感じている。

・地域全域から受けた相談内容の分析をするための相談件数、内容の統

計的処理については、専門職ではないので難しい。この分析がある程度
エビデンスとなって、今後の障害福祉計画や障害児福祉計画にきちんと

繋げられるよう県及び市町村と連携をとる必要がある。

・自治体の中で、医療的ケア児支援を考える上での、関係課間の連携や
串刺しでの課題解決の体制作りにおける地域差が大きく、困難さを感じ

る。
・各地域における人材と支援経過の継承の仕組み作り

熊本県医療的ケア児支援センターに一極集中型の相談体制と なっており、

相談件数が多くパンクしている。できるだけ市町村や圏域内で相談対応
してもらえるよう支援体制作りを急ぐ必要がある。

他の支援センターの取組が見えないことで、自分たちが行っていること

が正しいのか、不足していないのか、もっと取り組めることがないのか、
等考えている

マンパワー不足。設問１５で想定される業務を推進していくためには 、現
在の人員では限界がある。また、県にセンターが１か所であり、広域のた

めアウトリーチが困難なケースがある。利用者側からすると「遠い」と意
見があり、『身近な相談先』になりにくい。サテライト等の設置がなされ 、

共同で事業を進められるとよい。

支援センター記録、統計などに関して国から示されたものがないためど
のような項目で記録を残したらよいかわからず日々困っています 。また 、
相談支援についても全てが手探りで、どのように進めたらよいか悩んで

います。
医療的ケア児の支援に対して 、理解を得ることが難しい地域もあるので、

どのようにアプローチしていったら良いか悩んでいます。

関係者や一般市民も含めての医療的ケアに関する認知度や理解の低さ

医療機関の在宅管理や退院支援・調整の地域差が大きい
福祉サービス等の地域差が大きい

東京都は、人口が多く、総合周産期病院や関係機関が多いため 、顔の見
える連携が難しい。

センター相談員は23区に2名、多摩地区に2名でアウトリーチができる
体制にない。

地域格差を見据えた連携のしかた。顔の見える関係の構築。

・保護者から「学校看護師の業務に要望を言っても、前例がないと言って
学校が対応してくれない」との声が聞かれた。今度 、相談員と ともに保

護者から直接聞き取りを実施することになっている。双方の話を聞き対
応していきたいと考えている

どこまでの仕事をやることの予算なのかが明確でないため、現状では
すでにセンター全体の予算額がきまっていて、人件費を除くと、あまり

事業に思い切った予算配分が難しい可能性があります。

また、県の中で複数の部署とのやり取りがあり、県の中でどの程度この
分野についての共有や協働があるのか、今一つはっきりしていなことも

あげられます。

やりたいことが、なかなか自由にできない

・県下全域が対象のため、地域特性に応じた仕組み作りに困難を感じる 。
・圏域単位のサブセンター設置

・教育行政の壁
・行政の縦割り（関係領域に横串を指すことの推進の課題）

・保育所受け入れ問題がなかなか解決しないところ。
・相談分野が多岐にわたるため、個々のスタッフで対応するには知識・経

験が不足するところ。
・行政との連携や役割分担がはっきりしないところ

全国２５都道府県の医療的ケア児等支援センターが加盟！
～現状について、調査をし、様々な検討をしています～
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医療的ケア児とその家族の介護ニーズ特性

①医療的ケア及び医事法に規定されている医療行為に含まれる介
護までを家族が行う専門性の高さ

②呼吸器管理、血中酸素濃度の把握、痰の詰まりなどへの配慮など、
睡眠が普通に取れないほど目が離せない緊張状態が長く続く疲労を
蓄積しやすい介護の必要性

③病態や状態が新しいものであるほど、将来見通しがエビデンス
ベースで整理されておらず、その介護がいつまで続くのか見通しが持
てない心理的負担

社会福祉研究第143号 医療的ケア児とその家族への支援の現状と課題 戸枝陽基

障害児の障害福祉サービス利用状況②

⃝ 児童発達⽀援、障害児相談において、０〜2歳の障害児の利⽤者は少ない。

児童発達支援（年齢階級別の利⽤者数） 障害児相談（年齢階級別の利⽤者数）

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000 35,000 0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000 16,000

0歳 140
0歳

1歳

77

591

1歳 1,269 2歳 2,853

2歳 7,590

3歳

4歳

5歳

6,068

7,262

7,909

3歳 19,740 6歳 14,992

4歳 28,097

7歳

8歳

6,524

5,885

5歳 32,608
9歳

10歳

11歳

12歳

13歳

14歳

15歳

16歳

5,359

4,512

3,957

3,364

2,650

2,229

2,160

1,889

17歳 1,914

【出典】国保連データ︓令和２年4月分
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障害児の障害福祉サービス利用状況①

⃝ 居宅介護、短期⼊所において、０〜２歳の障害児の利⽤者は少ない。

居宅介護（年齢階級別の利⽤者数） 短期入所（年齢階級別の利⽤者数）

0 200 400 600 800 1,000 0 200 400 600 800 1,000

0歳 15 0歳 4

1歳 54 1歳 26

2歳

3歳

120

139

2歳

3歳

51

85

4歳

5歳

234

241

4歳

5歳

128

143

6歳 295 6歳 140

7歳

8歳

9歳

10歳

358

381

425

468

7歳

8歳

9歳

10歳

207

225

268

309

11歳

12歳

13歳

519

538

586

11歳

12歳

13歳

377

371

407

14歳

15歳

16歳

653

631

684

14歳

15歳

16歳

463

490

496

17歳 799 17歳 576

【出典】国保連データ︓令和２年4月分
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産
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産
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支
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在
宅
に
お
け
る

看
護
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ハ
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リ
計
画

医
療
的
ケ
ア
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族
へ
の
説

明
・実
習
に
可
能
な
ら
訪
看
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介
護
事
象
者
等
も
同
席

退

院

×現状 「家族看護介護頼み退院」 障害児・重症児認定が4歳まで受けられない問題
障害児認定→「障害が固定して6ヶ月経過後」 重症児認定→「知的判定は4歳になったら」
愛知県・名古屋市の調査では3割強の子どもが出産3ヶ月以内に退院している！
◎アセスメントから事業所決定まで2ヶ月は必要。医療的ケアが発生・即判定・調整開始！

医療的ケア判定スコアの新案

高 中 低

10 2 1 0

8 0

③  鼻咽頭エアウェイ 5 0

④  酸素療法 8 0

⑤  吸引 口鼻腔・気管内吸引 8 0

3

経鼻腸管、経胃瘻腸管、腸瘻、食道瘻 8 0

経鼻胃管、胃瘻 8 0

持続経管注入ポンプ使用 3 0

⑧  中心静脈カテーテル 中心静脈栄養、肺高血圧症治療薬、麻薬など 8 0

皮下注射（インスリン、麻薬など） 5 0

持続皮下注射ポンプ使用 3 0

利用時間中の観血的血糖測定器 3

埋め込み式血糖測定器による血糖測定 3 0

8 0

利用時間中の間欠的導尿 5

持続的導尿（尿道留置カテ－テル、膀胱瘻、
腎瘻、尿路ストーマ）

3 0

消化管ストーマ 5 0

利用時間中の摘便、洗腸 5

利用時間中の浣腸 3

⑭  痙攣時の管理
坐剤挿入、吸引、酸素投与、迷走神経刺激装
置の作動など

3 02

⑪  継続する透析（血液透析、腹膜透析を含む） 2

⑫  排尿管理

0

1

⑬  排便管理

1

0

0

2

⑨ その他の注射管理 
1

1

⑩  血糖測定
0

1

⑦  経管栄養

2

2

1

　　医療的ケア判定スコア(新案)
基本

スコア

見守りスコア

①  人工呼吸器（NPPV、ﾈｲｻﾞﾙﾊｲﾌﾛｰ、ﾊﾟｰｶｯｼｮﾝﾍﾞﾝﾁﾚｰﾀｰ、排痰補助装置、
　　高頻度胸壁振動装置を含む）

②  気管切開 2

1

1

1

⑥  利用時間中のネブライザー使用・薬液吸入 0

＜注意事項＞

1) 人工呼吸器の見守りスコアについては、人工呼

吸器回路が外れた場合、自発呼吸がないために

直ちに対応する必要がある場合は「高」2点、直

ちにではないがおおむね15分以内に対応する

必要がある場合は「中」1点、それ以外の場合は

「低」0点と分類する。

2） 人工呼吸器と気管カニューレの両方を持つ場合

は、気管カニューレの見守りスコアを加点しない。

3) ⑤吸引、⑩血糖測定、⑫排尿管理、⑬排便管理

については、複数項目のいずれか一つを選択す

る。

4) インスリン持続皮下注射ポンプと埋め込み式血

糖測定器とが連動している場合は、血糖測定の

項目を加点しない。

⚫ 新たな判定スコアでは、基本スコアと見守りスコ

アを合計した点数で判定し、8点以上を看護職員

加配加算の要件とする。

⚫ 見守りスコアは、手が動く、移動できる（寝返り・

這い移動・伝い歩き・歩行）といった運動機能を

持ち、かつ指示を理解できない知的機能（おおむ

ね６歳相当未満）や行動障害を持っていることに

より、医療機器を不用意に抜去する可能性が高

い場合に、算定する。

⚫ 医療的ケアの基本スコアや見守りスコアは、主治

医の意見書に基づいて判定することとする。
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退院時に使える医療・福祉支援
医療
・訪問診療・看護＋介護職等複数人派遣・訪問リハ・
訪問歯科・薬剤

福祉
・居宅介護（身体）入浴、食事（注入等）、喀痰吸引等

（家事援助）医療機器の清拭、注入刻み食の準備
身体の清拭やマッサージ等
外出時等の移動が1人で出来ない場合の介助
（医療機器有り等）

・入浴サービス
・居宅訪問型 保育・児童発達支援
・通所型 保育・児童発達支援

行政
障害福祉課・保健師・相談支援専門員 ・谷口 由紀子（淑徳大学看護栄養学部）

 とえだ加筆

医療的ケア児を支援出来ない自治体の訳

①扶養義務（民法877条以下）の生活保持義務として、育児は親の責
任で医療的ケア児であっても親がするべきだとして、福祉サービスの
給付をしないとする自治体

②重症心身障害児認定や知的・身体障害者手帳を取得するために
は、障害が一定期間、不可逆的に固定している必要があり、乳幼児
はまだ変化する可能性があるので認定が出来ないとして福祉サービ
スを給付しないとする自治体

③医療的ケア児が新たな存在だとして、どの行政区分で扱っていい
かわからないので、検討しているとして支援をしない自治体

社会福祉研究第143号 医療的ケア児とその家族への支援の現状と課題 戸枝陽基
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医
療
的
ケ
ア
児
者
等
支
援
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

②移行と緊急の支援
重症心身障害児施設など
ショート・ミドルスティ
リハビリテーション

社会的養護（乳児院など）

①出産時命を護る支援
周産期母子医療センター
がある医療機関など

⑥心身の療育と社会参加支援
デイサービス・福祉事業所など

医療的ケア児・支援・相談・移行イメージ

③日常の命を護る支援
在宅療養支援診療所・開業医など

④健康を維持・増進する支援
訪問看護・リハ

⑦インクルーシブな参加
保育園・学校など

＋

医療的ケア児等支援センター

⑤在宅における早期療育など
居宅訪問型介護・保育・児童発達

子
育
て
包
括
・
利
用
者
支
援
事
業

M

S

W

保
健
師
等

障
害
児
相
談
支
援

特
別
支
援
教
育

C

N

© とえだ ひろもと ２０２１

支援センターの成果とは？

１．本人・家
族・関係者・
事業所の支
援に対する安
心感の確保

２．県内全域
の支援ネット
ワークの構築

３．県内全域
の支援体制
の構築

４．社会資源
の充実

（量と質で評価）
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支援センターの役割

Ⅱ．基本
相談

支援ニー
ズの確定

支援方法
の選定

個別支援
の外注

圏域

アドバイ
ザー

保健師と
の情報
共有

当該地域
の課題の
共有

圏域アド
バイザー
との協働

当該地域
に必要な
資源の創
出・実践
者の育成

Ⅲ．県内医療
体制の整備

①入退院支援

②在宅移行支援

③移行期医療

④医療者の意識の変容

⑤デバイスの調整等

⑥圏域ごとの医療支援
体制の整備

１．後方支援病院

２．各圏域での

緊急時対応システムの
実現

３．ライフステージに応
じた医療体制

安心安全な支援体制の
整備

Ⅰ．支援者
コーディネーター

育成
（知識を持つ人材）

標準的な
知識の付与
（全体・職種研修）

最新の動向
（全体研修）

事例
検討会

センターの強み弱み

・病院
医療レベル高い 福祉・保育・教育等との連携弱い

・看護協会
医療レベル高い 福祉・保育・教育等との連携弱い

・重心施設
リハレベル高い ショートスティ機能強い 福祉・保育・教育等との連携弱い

・相談支援員協会
地域連携強い 医療との連携が弱い

弱みの所が連携課題だとして、それに強いアドバイザー入れる

13
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成果を生み出すための役割分担

１．本人・家
族・関係者・
事業所の支
援に対する安
心感の確保

２．県内全域
の支援ネット
ワークの構築

３．県内全域
の支援体制
の構築

４．社会資源
の充実

（量と質で評価）

圏域アドバイザー
個別支援を通して圏域のネット
ワーク化・人材、社会資源の創出
をセンターと協働する役割

圏域アドバイザーの役割
Ⅰ．コーディネーターの伴走役

Ⅱ．当該地域で支援チーム（圏域内の支援体制の整備）を作る
Ⅲ．支援センターと地域のつなぎ役

新規
依頼

①支援センター

②保健センター

③圏域アドバイ
ザー

初期対応
（新規対応基本

相談）

保健師・圏
域アドバイ
ザーで対応

当該地域で
対応可能な
コーディ
ネーターと
児・家族の
マッチング

コーディ
ネーター実
践者の育成

支援過程の

モニタリン
グと助言

地域課題の
抽出

（地域診断）

地域課題
解決チーム
結成

支援チームとは
当該地域における 保健・医
療・福祉（生活、就労支援）・
教育の領域の人材で構成さ

れる協働体

15
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医療的ケア児者等支援コーディネーター

医療的ケア児支援多職種コンサルテーションチーム活動

福
祉

保育園入園の場合
短期入所

役所
保健所

相談支援
事業所

障害児者
入所施設

受け入れ
経験のある
園長先生

医療的ケア児コンサ
ルテーションチーム 保育園支援

経験のある
専門看護師

放課後
ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ

地域療育
センター

訪問看護
ステーショ

ン

県の事業費から
謝礼・交通費を

支給

医療的ケア児支援コー
ディネータ ー (≒

相談支援専門員)

医療的ケア 児(者) 
と そ の家族

多職種連携

保育園
幼稚園

特別支援
教育支援
センター

専門医療
機関

小学校
中学校

医
療

訪問診療
かかりつけ

医

後方支援
病院

特別支援
学校

教
育

17
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医療的ケア児への地域支援のステップアップの過程

第Ⅰ期 第Ⅱ期 第Ⅳ期第Ⅲ期

■都道府県行政、市町村
行政、医ケア児に関する医
療・福祉・教育等の専門機
関が、それぞれ独立して支
援を提供している。それぞ
れが、地域の支援体制の
必要性を感じている。

■都道府県行政が、協議会
を通して、市町村行政、医
療・福祉・教育等の専門機
関が連携し課題を共有
■市町村においても、協議
会を通して課題を共有する
■相談支援が機能する
■サービス提供が始まる

■協議会を通して、障害福
祉計画に位置づけて、県内
全体の地域支援システム構
築がはじまる。
■医ケア児地域支援セン
ターを総合相談支援の中核
として整備する。

■相談支援事業（医ケア児
地域支援センターと協議会
を、地域全体の支援力を高
めるためのシステム拠点とし
て機能させる
■県内及び市町村における
各専門機関の連携及びネッ
トワークが構築される

都道府県行政が、
市町村行政、施
設・事業者の連
携の必要性を感
じている。

課題共有の輪を広げ
るとともに県内の支援
体制の構築を目指す

地域生活支援シ
ステム構築のた
めの土台作り

地域生活支援システ
ム構築に向けて具体
的な取り組みが開始
される

地域診断を通して地域支援システムを構築する

協議会・医ケア児支
援センター

20

医療的ケア児への地域支援のステップアップの過程
第Ⅱ期における協議会（医療的ケア児支援地域協議会）第Ⅲ期の医療的ケア児支援センターを中核に、障害福祉計画により地域支援システムを構築

第Ⅰ期

医療関
係機関

○ 都道府県及び市町村行政の連携は薄い
○ それぞれの機関が、医療的ケア児へのサービスを

提供している
○ 行政、それぞれの機関の連携は弱く存在している

第Ⅲ期

保健セ
ンター

第Ⅳ期

地域中核病院

協議会

○ 医療機関及び福祉（相談機関）を基盤とする医療的ケア児
支援センターを配置し具体的な支援体制が構築され始まる

○ センターを中心に、都道府県及び市町村における各関係
機関の役割分担が明らかとなる

○ 各機関の連携体制が構築される

○ 医療的ケア児支援センターを中心に地域支援システムが
構築される

○ センターは、スーパーバイズの機能を持ち、市町村の
コーディネーターを支援する

○ センターを中心に、医療的ケア児に関する支援体制、人材の
育成がはじまる

Ⅰ期の特徴

Ⅲ期の特徴

Ⅳ期の特徴

福祉関
係機関

医療
機関

市町村

教育
機関

診療所

第Ⅱ期

市町村
医療機関

重心施設

都道府県

Ⅱ期の特徴

○ 都道府県行政が市町村行政及び県内の関係機関と
協議会（医療的ケア児支援地域協議会）で課題を共有

○ 都道府県及び市町村、医療、福祉の関係機関の連携
○ 都道府県及び市町村は障害福祉計画に位置づける

基幹相談支
援センター協議会・医ケア児

支援センター

学 校
訪問看護

児童発
達支援

訪問
介護

児童発達支援学校

都道府県

福祉関
係機関

市町村

都道府県
協議会

協議会・医ケア
児支援センター

相談
機関
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小児科診療所
在宅療養支援診療所

訪問看護
ステーション

市
町
村
域

障
害
保
健
福
祉
圏
域

児童相談所

都
道
府
県

大学病院
高度な専門的支援・
バックアップ

保健所

障害児等療育支援事業

地域中核病院

関係機関等と連携・
協力による支援機
能の充実

医療的ケア児
・相談支援
・サービス調整
・医療・福祉・教育
サービスの提供

連携・協力 連携・協力

連携・協力

重症心身障害児施設

〔地域との関係〕

医療的ケア児支援センターが専門的支援のノウハウを広く提供することにより、身近な地域で障害児を支援する施設・事業所
の質の高いサービスの確保と量的な拡大に繋がることを期待。

地域における医療的ケア児支援センターを中核とした支援体制のイメージ（案）

障害児

児童発達
支援事業

医療的ケア児等
支援センター 専門的支援のノウハウ提供

（支援方法の共有・
支援ネットワーク）

学校、特別支援学校

放課後等デイ
サービス

相談支援・
サービス調

整

保育所等
訪問支援

保健センター

相談支援事業所
＜障害児支援利用計画の作成＞
個々の状況に合ったサービス

利用を可能とする

障害保健福祉圏域、
2次3次医療圏～
市町村に１か所

保育所等

集団生活への適応支援
《個別給付》

自立支援協議会：
（医療的ケア児支
援地域協議会）

都道府県等

2
次
・
3
次
医
療
圏

「発達障害者支援センター」は、「政令指定都市」も対象になっている。
「医療的ケア児は、大都市問題」センター設置箇所数の再考が必要なのではないか？

北海道小児等在宅医療連携拠点事業 2015～

北海道・札幌市における小児在宅医療・医療的ケア児支援の体制構築
北海道医療的ケア児等支援センター長 北海道教育委員会 医療的ケア指導医

札幌市医療的ケアサポート医 医療法人稲生会理事長 土畠智幸
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北海道・札幌市における医療的ケア児等支援
医療法人稲生会受託分

北海道 札幌市

相談窓口

後方支援

人材育成

北海道医療的ケア児等支
援センター 2022.6.30~

北海道小児等
在宅医療連携
拠点事業
2015.10~

教育委員
会医療的
ケア指導

医
2017~

札幌市医療的ケアサポート
医事業 2020.10~

札幌市医療的ケア児支援者養成研修 2018～

北海道医療的ケア児等コーディネーター養成研修 2022～

教育委員会サポート医
特別支援学校・小中学校巡回指導

厚生労働省：医政局、障害保健福祉部、児童家庭局、文部科学省
北海道庁 札幌市 「医療的ケア児関連予算を個別に受託しセンター化」

「縦割り行政」のそれぞれが努力して獲得して下さった予算の「効率的活用」

地方で医療的ケア児支援をセンター的に実施するアイデアを研究・公告しては？

引用：ジュリー・テイラー/ジュン・ソウバーン著西郷泰之訳：子育て困難家庭のための多職種協働ガイド
地域での専門職連携教育（IPE）の進め方,8頁,明石書店,2018.

④退院時に家族が受け入
れない子ども達

③「乳児院」「短期入所
の長期利用」等
家族機能そのものが欠如
している子ども達

②ネグレクトなど、家族
が支えきれない子ども達

①家族等養育者がいる子
ども達

医療的ケア児の場合

NICUからの退院児対策は、新たな社会政策・広範囲の福祉資源開発なしには不可能

医療的ケア児等支援センター活動から見えてきた課題・家族がいない子どもの養護

イングランドにおける要保護児童等の範囲

小児版看護小規模多機能
ホームやホストファミリー
ホーム、在宅支援強化
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医療的ケア児等総合支援事業（ 地域生活支援促進事業）

【事業内容】
「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律」に基づく医療的ケア児支援センターの設置（医療的ケア児等コーディネーター

の配置）により、医療的ケア児とその家族からの相談を受け、適切な支援に繋げるための支援を行うとともに、地方自治体における協議の
場の設置や医療的ケア児に係る支援者の養成研修、医療的ケア児やその家族の日中の居場所作りや活動の支援等を総合的に実施する。

【実施主体】都道府県・市町村

地方自治体における
医療的ケア児等の協議の場の設置

医療的ケア児支援センターへの医療的
ケア児等コーディネーターの配置等

医療的ケア児等コーディネーター
医療的ケア児等支援者（喀痰吸引
含む）の養成研修

障害児通所支援施設 保育園・幼稚園

併行通園の促進

• 事業所からの付き添いなどのバックアップ
• 適切な情報交換

医療的ケアのある子どもとその家族

• 医療的ケア児支援センター等への医療的ケア
児等コーディネーターの配置

• コーディネーター間や相談支援専門員との情
報交換や症例検討の場の設置

• 移行期（NICUから在宅生活への移行、学校

生活への移行、成人期への移行等）における
重点的な相談体制の整備 等

医療的ケア児等とその家族への支援

きょうだい児への支援家族のレスパイト

その他、障害福祉サービス
等と重複しない支援

✓ 地方自治体において、医療的ケア児等とその家族への⽀援体制の強化
✓ 障害福祉サービスでは実施が難しいニーズに対する⽀援

✓ 地域に障害福祉サービス等の実施事業所がなくても地方自治体による
⽀援の実現が可能

医療的ケア児等に対応する看護職員
確保のための体制構築

• 看護職員に対する医療的ケアに関する研修
• 就業先とのマッチング 等

障害児通所支援施設
看護職員への研修

令和４年度拡充

• 保健、医療、福祉、教育、子育て等の各分野の関

係機関及び当事者団体等から構成される協議の場

の設置
• 現状分析のための、医療的ケア児数の把握・ニーズ

調査の実施
• 医療的ケア児のご家庭向けの情報提供（HP,ガイ

ドブックの作成） 等

令和４年度予算額（令和３年度予算額）：４．０億円（２．２億円）

医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律の基本理念の実現

■医療的ケア児の日常生活・社会生活を社会全体で支援 ■個々の医療的ケア児の状況に応じ、切れ目なく行われる支援

管内の情報の集約

●家族等への相談、情報提供・助言等

▶ 家族等からの様々な相談に総合的に対応。
（相談内容に応じて、市町村や相談支援事業所等に所属する医

療的ケア児等コーディネーター等、地域の適切な者に繫ぐ。必
要に応じて関係機関間を繋ぎ、検討体制を整える等）。

▶ 家族等への地域の活用可能な資源の紹介を行う。
等

医療的ケアのある
子どもとその家族

医療的ケア児支援センターの設置による医療的ケア児やその家族への支援（ イメージ）

等

●関係機関等への情報の提供及び研修

▶管内の医療的ケア児やその家族のニーズの地域への
共有を行う。

▶ 好事例や最新の施策等の情報収集・発信を行う。
▶医療的ケア児等支援者養成研修等の研修を実施する。
▶ 地域の関係機関からの専門性の高い相談に対する助言
等を行う。 等

障害児通所支援事業所

学校 保育所・幼稚園

▶ センターや地域の医療的ケア児等コーディネーターの仲介等により、医療的ケア児に係る支援に当たっての協力関係を構築する。
▶ 個々の医療的ケア児やその家族への支援を、医療・福祉・教育・（年齢によっては就労）が情報を共有しながら実施。
▶ 地域の医療的ケア児やその家族への支援について、どのような支援が必要か、関係機関間で協議を行う。

相談支援事業所

訪問看護ステーション 医療機関

医療的ケア児やその家族を支援す
る多職種による連携体制の構築

緊急時の預け
先がない。。。

夜間のケアが
つらい。。。

センター設置に

より相談先が明
確化。

仕事と育児を両
立させたい。。。

どこに相談すれば
良いか分か

らない。。。

支援の実施

・調整困難事例の相談
・地域の医療的ケア児の状況の共有

※医療的ケア児等コーディネーターの配置を想定。
※都道府県が自ら行う場合も含む。
※社会福祉法人等と役割分担して実施することも可能。

先々の子育
ての見通しが
つかない。。。

市町村等（地域の支援の現場）
兄弟に関わる時間
がとれない。。。

障害者就業・生活支援センター

ハローワーク 等

医療的ケア児
に係る様々な
相談

どこに相談すれば良いか分からない、医療的ケア児やその家族の様々な相談について、医療的ケア児支援センターが総合的に対応する。

医療的ケア児支援センター
（都道府県）
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在宅の医療的ケア児とその家族の支援に向けた主な取組

在宅生活の基盤整備

社会生活の基盤整備

【病院】医療ソーシャルワーカー

④ 医療型短期⼊所事業所開設⽀援

⑤医療的ケア児等医療情報共有サービス

⑦ 在宅医療関連講師人材養成事業

⑧ 小児慢性特定疾病の医療費助成

⑨ 小児慢性特定疾病児童自立⽀援事業

⑩ 医療的ケア児保育⽀援事業

⑪ 障害児受⼊強化推進事業

⑬ 医療的ケア看護師配置事業

⑭ 学校における医療的ケア実施体制充実事業

出生

乳児

幼児

6歳

保 育 所 等 訪 問 ⽀ 援

◼ 相談

③ 医療的ケア児総合⽀援事業

⑫ 子育て世代包括⽀援センター

【 障 害 児 通 所 】
児童発達⽀援・医療型児童発達⽀援・

居宅訪問型児童発達⽀援

放 課 後 児 童 ク ラ ブ

◼ 医療

◼ 障害福祉

居 宅 介 護 短 期 入 所

① 障害福祉サービス等報酬

未熟児療育事業

身体障害者手帳

精神障害者保健福祉手帳

難病医療費

療育手帳

特別児童扶養手当

障害児福祉手当

ＮＩＣＵ・ＧＣＵから在宅への移行⽀援

◼ 相談

等

注）対象年齢等は制度により異なる

（医ケア児⽀援のための関係機関の協議の場の設置）

【小・中・高等学校、特別支援学校等】

⑥ 診療報酬

【 病院・ 診療所】 外来、 入院

【 在 宅 医 療 】
訪問診療、訪問看護、訪問歯科、訪問薬剤管理、等

18歳

小学校就学児童

① 障害福祉サービス等報酬

【障害児通所】放課後等デイサービス

① 障害福祉サービス等報酬

【 保 育 園 等 】

等

在宅生活支援 社会生活支援 経済的支援等

医療 障害福祉 子育て、保育、母子保健 教育

【 行 政 】 地 域 の 保 健 師 等 ⑬ 医療的ケア看護職員配置事業

⑭ 学校における医療的ケア実施体制充実事業

【幼稚園、特別支援学校等】

⑫ 子育て世代包括⽀援センター

障 害 児 相 談 支 援

【 行 政 】 地 域 の 保 健 師 等

障 害 児 相 談 支 援

在宅における医療的ケア児とその家族を⽀えるため、NICU・GCUから在宅へ円滑に移行するための⽀援や地域における生活の基盤整備等の在宅生活⽀援、医
療的ケア児を受け⼊れる障害児通所⽀援、保育園、学校等の基盤整備といった社会生活⽀援、経済的⽀援等の取組が実施されている。

①〜⑭の詳細は、「医療的ケア児の⽀援に向けた主な取組＜1〜3＞」を参照

イングランドにおけるアセスメントの枠組み

引用：ジュリー・テイラー/ジュン・ソウバーン著西郷泰之訳：子育て困難家庭のための多職種協働ガイド
地域での専門職連携教育（IPE）の進め方,8頁,明石書店,2018.谷口一部改変

Well-Beingの維持・向上

障害児支援利用計画？

要医療児者支援体制加算 35 単位/月←「医療的ケア児等コーディネーター」の基本報酬

重症心身障害など医療的なケアを要する児童や障がい者に対して適切な計画相談支援等を実施するために、医療的ケア児等
コーディネーター養成研修を修了し、専門的な知識及び支援技術を持つ相談支援専門員を事業所に配置した上で、その旨を公
表している場合に加算。
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保健所 児童相談所

医療機関（産科医、小児科医等）

妊産婦等を支える地域の包括支援体制の構築

障害児支援機関

出産 産後 育児

子育て支援策
•保育所•認定こども園等

•地域子育て支援拠点事業

•里親 •乳児院 •養子縁組

•その他子育て支援策

妊娠前 妊娠期

妊娠に関する
普及啓発

不妊相談

近隣住民やボランティアなどによるインフォーマルなサービス

民間機関•関係団体

産前•産後サポート事業 産後ケア事業

妊婦健診 産婦健診 乳幼児健診

両親学級等 乳児家庭全戸訪問事業 予防接種

養育支援訪問事業

サ
１
ビ
ス
（
現
業
部
門
）

母子保健

子育て支援

子育て世代包括支援センターによる包括的な支援体制の構築
○ 妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を提供できることを目的とするもの

○ 保健師等を配置して、妊産婦等からの相談に応じ、健診等の「母子保健サービス」と地域子育て支援拠点等の「子育て支援サービス
」 を一体的に提供できるよう、必要な情報提供や関係機関との調整、支援プランの策定などを行う機関

〇 母子保健法を改正し、子育て世代包括支援センターを法定化（法律上は「母子健康包括支援センター」）※H29.4.1施行

➢ 実施市町村数：１，６０３市区町村、２,５４１か所（ R３.4.1現在）

産後ケアセンター

市町村保健センター子育て世代包括支援センター

① 妊産婦等の支援に必要な実情の把握

② 妊娠•出産•育児に関する相談に応じ、必要な情報提供•助

言•保健指導

③ 支援プランの策定

④ 保健医療又は福祉の関係機関との連絡調整

妊娠期から子育て期にわたる切れ目ない支援

その他の
専門職

保健師 助産師 看護師マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
（
必
須
）

困難事例への対応等の支援（R３～）

相
談
支
援
の
強
化
（
必
須
）

① 妊産婦からの問い合わせに即時対応可能とするため、SNS等を

活用した即時の相談支援及び多職種でのアウトリーチによる支援

② 市区町村子ども家庭総合支援拠点、要保護児童対策地域協議会や

精神科医療機関との連携の強化

③ 嘱託医師との連携によるケース対応等の実施

精神保健福祉士社会福祉士 その他の
専門職

市区町村子ども家
庭総合支援拠点

要保護児童対策
地域協議会

子育て支援機関

厚生労働省社会・援護局地域福祉課地域共生社会推進室地域共生社会の推進及び重層的支援体制整備事業についての資料から抜粋・引用

医療的ケア児等支援センターもコーディネーターも、「伴走型支援者」でありたい

「子ども家庭ソーシャルワーカー」の「スペシャルニーズ型」！？
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